
平成17年度地域介護・福祉空間整備等交付金   

（市町村交付金に係る分）の内示について  

平成17年8月30日 厚生労働省 老健局  

（単位：千円）  

都道府県名   内示計画数   内 示 額   

北 海 道   6   124，900   

青 森 県   2   125，000   

岩手県  4   87，500  

宮城県  21   257，500   

秋 田 県   37，500   

山 形 県   7   96，100   

福 島 県   0   0   

茨 城 県   3   25，500   

栃 木 県   5   128，500   

群 馬 県   0   0  

埼 玉 県   7   181，787   

千 葉 県   7   167，500   

東 京 都   18   350，446   

神 奈 川 県   25   240，500   

新 潟 県   6   60，205   

富 山 県   9   77，500   

石 川 県   2   32，500   

福 井 県   14   51，872   

山 梨 県   0   0   

長 野 県   4   120，000   

岐 阜 県   9   221，700   

静 岡 県   7，500   

愛 知 県   5  88，300   

三 重 県  7  109，000   

滋 賀 県   20   407，180  

都道府県名   内示計画数   内 示 額   

京 都 府   5   37，500   

大 阪 府   40   376，348   

兵 庫 県   24   463，845   

奈 良 県   2   21，156   

和 歌 山 県   6   176，491   

鳥 取 県   4   91，000   

島 根 県   6   52，500   

岡 山 県   40，000   

広 島 県   5  62，614   

山  口 県  3  28，500   

徳 島 県   2   15，000   

香 川 県   22，500   

愛媛県  0  0  

高知県  2   22，500  

福 岡 県   28   499，287   

佐 賀 県   0   0   

長 崎 県   13   250，500   

熊 本 県   9   120，500   

大 分 県   2   15，000   

宮 崎 県   7，500   

鹿 児 島 県   2   15，000   

沖 縄 県   2   70，000   

合   計   341   5，386，231   

（注）内示計画の概要については、厚生労働省大臣官房総務   

課行政相談室にあります。なお、8月30日の午後4暗   
から自由閲覧ができます。   



市町村整備計画の概要  

（今回内示分）  

1 内示計画数  

341件（介護予防拠点のみの計画179件）  

2 内示自治体数  

156自治体  

3 計画に記載された施設数  

小規模  特養  老人  ケアハウス  

多機能  ホーム  保健施設  GH   デイ  ステーション  拠 点  センター  ハウス  基盤形成   

ユニット   か所   か所   か所   か所  か所   か所   

153 55555 22  66   65   12  47 6  54   5   7   

※ 平成柑年度以降に整備予定の施設を含む。  

4 交付金内示額  

平成17年度  5，386，231千円   



地域介護・福祉空間整備等交付金について  
1目的  

※「民間事業者による老後の保健及び福祉のための総合的施設の整備の促進に関する法律」を「国の補助金等の整理及  

び合理化等に伴う国民健康保険法等の一部を改正する法律」により改正。  

2 地域介護・福祉空間整備等交付金の内容  

① 市町村交付金  

＝・地域密着型サービス、介護予防拠点など市町村内の日常生活圏域で利用されるサー  
ビス拠点を整備するための交付金  

②都道府県交付金  

・11特別養護老人ホームなど広域型の施設を整備するための交付金  

3 平成17年度予算額  866億円  

4 国の基本方針  

国は、公的介護施設等の整備に関する基本方針を策定する。  

公的介護施設等の整備の意義及び目標  

市町村整備計画及び施設生活環境改善計画の作成に係る基本的な事項  

市町村交付金及び都道府県交付金に係る基本的な事項 等   



5 交付金について  

（1）市町村整備計画の策定、評価等  

市町村（特別区を含む。）は、   

① 日常生活圏域を単位として、   

②様々な介護サービスの面的な配置構想を基に、   

③今後3年以内に実施する基盤整備事業を明らかにした  

「市町村整備計画」を策定し、国に提出。  

※ 平成17年度においては、介護予防拠点の整備のみを盛り込んだ市町村整備計画を策定することも差し支えない。  

計画全体に対し、交付金を交付  
（2）都道府県整備計画の策定   

都道府県（指定都市及び中核市を含む。）は、毎年度、施設生活環境改善（創設、個室・ユニット  

化改修など）のための基盤整備を行うための「施設生活環境改善計画」を策定し、国に提出。  

計画全体に対し、交付金を交付  

（3）交付金は、各市町村・都道府県で弾力的な運用が可能   

① 地域におけるサービス基盤の整備状況や既存の建物の活用状況などを踏まえて、各事業者への   

助成の程度を柔軟に変更可能  

② 交付金総額の範囲内で、整備量を増やすことが可能  

等   






